　　憲法改悪・大増税は許さない！

１１･１９国民大集会ニュース８　　　　　　　　　　

「憲法改悪・大増税は許さない！１１･１９国民大集会」実行委員会　　

〔第1部　文化行事〕の出演者決定！
　集会の前段、12時から行われる第1部の文化行事の出演者が決定しましたのでお知らせします。集会オープニングを飾るにふさわしい皆さんの登場です。ぜひお見逃しなく！

■　長野　「憲法音頭」（日本国憲法制定時に作られた幻の憲法音頭。長野の皆さんが再現し、大反響！）

■　兵庫　「護憲ジャー」（国公労連組合員が扮する護憲ジャー、各地でひっぱりだこ！東京へ初進出です。）
■　歌手　きたがわてつさん（この９月から１２月にかけて、全国で「デビュー３０周年記念　“憲法大好き”
コンサートツアー」中です！）
■　他言無用ライブ・「松崎菊也ＶＳ石倉直樹」（以前、ザ・ニュースペーパーの中心人物。メディアでは知ら　　　　　
されない「世の中の本音」が炸裂。乞う大爆笑！）
会場配置・デモコース・デモ順の確定は今週中

～デモコースは3コース　新宿・代々木公園・青山～

　会場配置、デモコース、デモ順についてのお問い合わせを、各地からいただいております。事務局としても、関係機関との調整を急ぎ、今週中には、確定し、全国へ発信できるよう尽力中です。各団体・組織におかれましては、早急に参加者数やバス・宣伝カーの配車状況を11・19国民大集会事務局へお知らせいただきますようお願いします。
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埼玉　４０００人がうねりとなって会場へ 

～１１・１９集会は県内の秋のたたかいの飛躍台～
国民的な大集会が久々に開催されます。埼玉では、県民要求実現大運動実行委員会を中心に、久々に国民的な規模で開催される大集会に、4000名規模で参加しようと取り組みを開始しています。埼玉県は、国民保護法に基づいて自衛隊が参加して、28日に大宮駅でテロを想定して図上訓練を予定しています。また、「国民保護協力会」が県により、ＮＰＯとして認可され、これが市町村に支部を結成するなど「民間」も動員して有事体制づくりがすすめられています。県大運動実行委員会は、県社保協と共同でこうした憲法改悪の方向に露払いをする県の動き、また、教育・福祉切り捨ての「行財政改革」の方向に反対し、県民要求を結集して、11月29日に県政要求共同行動を準備しています。12月2日には2000名規模の「輝け！憲法9条、埼玉のつどい」を開催します。こうした県内の運動の飛躍台として、１１・１９国民大集会を位置づけ全力をあげて取り組んでいます。（埼玉大運動実行委員会　菅原さん）

【第2面に続く】

京都　４００人が明治公園へ結集 
～11・3憲法集会とブッシュ入洛抗議行動～
　憲法改悪に反対して、京都では、今、幅広い共同で、国会請願行動と１１月３日に開く憲法集会の準備をしています。国会行動は、憲法署名京都実行委員会の主催で、１０月２７日に約３０名以上が参加して、長野県の憲法署名実行委員会といっしょに実施します。これまでに集めた内、実際に集約した約１７万筆分以上の署名を京都として国会に持っていきます。１１月３日の集会は、午後４時から京都市・円山音楽堂で４団体のよびかけで開催します。４団体は、「憲法署名京都実行委員会」、「世界の平和を求める京都宗教者連絡会」、「憲法九条メッセージプロジェクト」、「平和憲法の会」で、憲法署名京都実行委員会には、京都共同センターも参加する幅広組織です。特に、今回は、京都の宗教者のほとんどの方々を網羅した宗教者連絡会と学者・文化人を中心に活動するメッセージプロジェクト、中央の「行脚の会」の京都の組織としてつくられた「平和憲法の会」との共同が実現したのが最大の特徴です。さらに、１１月１５日、１６日とブッシュ大統領が京都に入洛する予定ですので、抗議の集会とデモを１５日に実施する準備を進めています。

　１１・１９国民大集会へは、京都共同センター傘下の諸団体が参加準備を進めています。現在の目標の集計は、約４００名。自治労連１００、民医連８０、京商連１６５などで、各団体で具体化がはじまっています。

（京都総評　辻昌秀副議長）
郵産労国民のための郵政事業守る決意
～１１・１９集会は、「憲法守れ」の運動の出発点～
　郵産労は、１０月２１日開催の中央執行委員会において、小泉構造改悪の「本丸」として位置づけた郵政民営化反対闘争の総括と、秋から来春闘のとりくみとして「庶民大増税反対、憲法改悪反対」と「国民のための郵政事業を守る」たたかいを中心課題としてたたかうことを決定しました。

　小泉構造改革の狙いは、郵政民営化を突破口に、財界と多国籍企業の活動を自由にするために「規制」の緩和や撤廃、「公共」分野の縮小・廃止などをおこない、財界の利益の拡大と憲法改悪を一体的に進めようとするものです。このことは、郵政新会社設立委員に奥田経団連会長をはじめとした財界トップが就任したことをみても明らかです。

郵産労は、憲法問題の学習を強めながら、１１・１９集会を「憲法守れ」の運動を、全国で展開するたたかいの出発点として全力をあげていきたいと思います。
（郵政産業労働組合書記次長　日巻直映）
１１･１９大集会にむけた取り組みや各地でのたたかいなど、大集会事務局までお知らせください。
このニュースを各組織・団体へ配信してください
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